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Ⅰ　はじめに
すでに筆者は，米国の会計理論・制度が形成されて
きた決定因子を確定する作業の一環として，AAA
［1977］の見解を踏まえて，第1に作成者指向の観点と
いう枠組みを重視しているのか，それとも利用者指向
の観点という枠組みを重視しているのか，第2に損益
計算書モデル（あるいは収益費用観）を採用している
のか，それとも貸借対照表モデル（あるいは資産負債
観）を採用しているのか，第3に公準（基礎概念）・原
則（基準）アプローチを採用しているのか，それとも
目的・質的特性（基本的基準）アプローチを採用して
いるのか，という諸点―分析方法―に注意しながら，
Hatfield［1909］，Paton and Litt leton［1940］，
Sprouse and Moonitz［1962］，AAA［1966］，および
IASB/FASB［2010］等を考察してきた1）。ここでの収
益費用観と資産負債観という概念は，そもそも FASB
が1976年に公表した『FASB 討議資料　財務会計およ
び財務報告のための概念フレームワークに関する論点
の分析：財務諸表の構成要素とその測定』（以下，『討
議資料』と略称）に由来している。
この『討議資料』では，まず，過去において「貸借
対照表アプローチ〔観〕，資産負債アプローチ〔観〕，
資本維持アプローチ〔観〕（balance sheet, asset and 
liability, or capital maintenance view）」と，「損益計算
書アプローチ〔観〕，収益費用アプローチ〔観〕，対応
アプローチ〔観〕（income or earnings statement, rev-
enue and expense, matching view）」という「利益測
定に関する2つの指導的流派〔学派〕（two schools of 
thought about measuring earnings）」（FASB［1976］
par.31：邦訳［1997］52頁）が対立して存在してきた
ことを確認し，「連携した財務諸表における2つの利益
測定観を，本討議資料では，資産負債アプローチ
〔観〕と収益費用アプローチ〔観〕と呼ぶ」（FASB
［1976］par .31：邦訳［1997］52頁）と表明してい
る。そして，資産負債観の特徴点をつぎのように述べ
ている。
「ある〔資産負債観を支持する〕論者たちは，利益
とは1期間における営利企業の正味資源の増分の測定
値であるとみなしている。すなわち，かれらはおもに
利益を，資産・負債の増減額にもとづいて定義するの
である。」「資産・負債―前者は企業の経済的資源の財＊専修大学商学部教授
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務的表現であり，後者は将来他の実体（個人を含む）
に資源を引渡す義務の財務的表現である―は，このア
プローチにおける鍵概念である。」「その他〔資産・負
債以外〕の財務諸表の構成要素―すなわち，所有主持
分または資本，利益，収益，費用，利得，損失―はす
べて，資産・負債の属性の測定値相互間の差額，ある
いは当該各測定値の変動額として測定される。」
（FASB［1976］par.34：邦訳［1997］53－54頁）
ここで明らかなように，資産負債観という利益測定
観は，資産・負債概念を最も重視して，利益をこの資
産・負債の変動額として測定することを特徴点として
いる。しかも，この資産負債観の考え方は，公正価値
会計と親和性が強く，近年，IASB や FASB において
ますます強調されるようになってきている。本稿の課
題は，このような現状を踏まえて，制度次元（概念フ
レームワークの次元）での資産負債観を，金融セク
ターの拡大路線との関連で考察することである。
Ⅱ　公正価値会計と金融セクターの関係
会計基準は，真空状態の理論のみの影響で設定され
るのではなく，さまざまな政治的な影響をうけて設定
される。すなわち，「会計基準〔設定過程〕は，本
来，政治的なもの（inherently political）」（Perry and 
Nöelke［2006］p.559）2）であり，通常，これは，「会
計基準設定〔過程〕の政治化（a politicization of ac-
counting rule-making）」（Solomons［1978］p.65）と
いわれている。これに関連して，米国における大企業
のロビー活動資金が，つぎのように公表された。
「ボーイングは2,192万ドル，ゼネラル・エレクト
リック（GE）は2,092万ドル，アルファベット（グー
グルの持ち株会社）は1,666万ドル―。日本ではロ
ビー活動の実態はベールに包まれている感があるが，
米国では法律に基づき各社が雇ったロビー会社，支
払った金額，雇った目的まで公表されている。米
NPO によると2015年に全米で使われたロビー活動は
約32億ドル（約3,500億円）にのぼる。ボーイングな
どの巨大企業に加え，急速に存在感を増しているのが
インターネット関連企業だ。業界合計で約5,600万ド
ルと，10年前の7倍に膨らんだ。アルファベットのほ
かフェイスブックやアマゾン・ドット・コムなどが上
位に並ぶ。著作権や特許関連の法律，移民政策，ド
ローン規制などの改正を働きかけ，革新的な商品を開
発しやすくする狙いが透ける。技術や経済の変化は迅
速になり，政府がトップダウンで産業政策を決める従
来の手法は適用しなくなっている。欧州では官民の橋
渡し役を担うロビー会社に優秀な人材が流入している
という。」（『日本経済新聞』2016年5月20日朝刊，尚，
一部修正）
ここで明らかなように，米国の主要な企業における
ロビー活動資金は巨額にのぼるが，これは企業活動の
すべてに関するロビー活動資金である（図表1も参
照）。ここでのロビー活動をする目的は，さまざまな
法律改正に際して，ロビー活動資金を活用して政治的
な影響力を行使し，当該会社が革新的な商品を開発し
やすくする狙いがある。もちろん，巨大企業やイン
ターネット関連企業は，金銭によらないで何らかの影
響力によるロビー活動も可能である。そして，このな
かには，会計基準設定に関するロビー活動が入ってい
ることも充分に考えられるところである。そこでつぎ
に，国際会計基準審議会（IASB）を分析対象とし
て，企業，団体およびグループ等の影響力を分析した
Perry and Nöelke のネットワーク・アプローチ―会
計の政治化を分析するアプローチ―を概観し，IASB
の資産負債観を分析するための準備としよう。
（単位：万ドル，2015年）
ボーイング 2,192
ゼネラル・エレクトリック 2,092
アルファベット 1,666
AT ＆ T 1,637
CVS ヘルス 1,523
ローキード・マーチン 1,379
エクソンモービル 1,198
アムジュン 1,052
ファイスブック 985
アマゾン・ドット・コム 939
（注）米オープンシークレッツ・オルグ調べ
（出所）『日本経済新聞』2016年5月20日朝刊。
　　　なお，一部，修正した。
図表1　ロビー活動資金の多い主な企業
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Perry and Nöelke は，まず，「会計基準は，特に米
国において，一定の企業グループによる強烈なロビー
活動（intense lobbying）」を受けてきたし，またより
近年，「IASB の会計基準設定過程は，事業メディアに
おける激しい議論や，公式のコメント・レター過程を
通して，個々的な〔会計〕基準の内容を変容させる多
くの試み」（Perry and Nöelke［2005］p.2）があった
と指摘している。このようなことを踏まえて，歴史的
原価会計から公正価値会計への重点シフトについてつ
ぎのように述べている。
「伝統的な歴史的原価会計のもとで，会社の資産
（負債）価値は，会社によって支払われた（あるいは
受取られた）」金額にリンクしている。「公正価値会計
基準のもとで，過去の取引とのリンクは」破綻し，
「会社の貸借対照表における〔資産〕価値」は，「市場
価格（market  prices）との関連で決定される。」
「IASB の会計基準における市場価値（market val-
ues）」あるいは株主価値を重視する姿勢は，「歴史的
原価会計から公正価値会計への変容」を促している。
「公正価値パラダイムは，企業の貸借対照表と〔世界
の〕地域との関連で，その範囲」を急速に拡張しよう
としている。「公正価値会計と株主価値〔あるいは市
場価値〕概念は，売上と売上原価を対応させる伝統的
な〔会計〕実務と対照的に，企業の業績のなかに資産
価値を直接的に含めている。」（Perr y and Nöelke
［2005］pp.2, 3）
ここでは，歴史的原価会計と公正価値会計は対立す
るものと捉えられており，IASB が会計基準設定に際
し，市場価値あるいは株主価値を重視する姿勢が，歴
史的原価会計から公正価値会計へ重点シフトする契機
であると指摘している。また，公正価値会計は，
「コーポレート・ガバナンスにおいて株主価値パラダ
イムの〔強力な〕影響力」があるので，「歴史的原価
から公正価値会計への変容は，政治経済学上の意義」
（Perry and Nöelke［2005］p.3）があるともしてい
る。そして，公正価値会計と金融セクターの関係をつ
ぎのように述べている。
「株主価値〔あるいは市場価値〕概念の最も多くの
熱狂的な擁護者たち（enthusiastic proponents）は，
投資ファンドや彼らのファンド・マネージャー，およ
び彼らを支持する〔財務〕アナリストたちを含む金融
セクターのアクターたち（financial sector actors, in-
cluding investment funds, their fund managers, and 
the analysts which support them）」のなかに見られ
る。「株主価値〔あるいは市場価値〕に対して極端に
焦点を合わせることは，長期間にわたっての〔企業
の〕資本蓄積（capital accumulation）の割合」を減少
させる。「株主価値〔あるいは市場価値〕を最大化す
ることは，投資家の短期的な利益（the interests of in-
vestors in the short-term）」の獲得に貢献することに
なる。「年次報告書での会計価値（accounting val-
ues）」を算定する際に公正価値会計を使用すること
で，「財務アナリスト（financial analysts）やファン
ド・マネージャーたちは，短期的な投資リターン
（short-term returns on investment）を獲得するよう
に，企業経営者により多くの圧力（more pressure on 
enterprise managers）をかけることができる。」（Per-
ry and Nöelke［2005］pp.3,4）
ここでの投資ファンドや彼らのファンド・マネー
ジャー，および財務アナリストたちを含む金融セク
ターのアクターたちは，短期的な投資リターンを獲得
することを好むので，企業の長期的な資本蓄積には貢
献しない。したがって，株主価値（あるいは市場価
値）概念，公正価値会計および金融セクターのアク
ターたちは，短期的な投資のリターンを指向する点で
一致しているとしている。このように，Perry and 
Nöelke は，IASB が株主価値（あるいは市場価値）と
公正価値を重視する姿勢と，短期的な投資のリターン
を獲得することを望む金融セクターのアクターたちと
は密接な関係があると述べている。ここで，株主価値
（あるいは市場価値）と公正価値を重視する姿勢はも
とより，短期的な投資リターンを望む金融セクターの
アクターたちは，経営者たちにさまざまな圧力をかけ
るが，これは資産負債観に極めて親和性があると指摘
しておきたい。
Ⅲ　IASB と EFRAG の組織等と金融セクターの関 
 係
ここでは，まず，IASB と欧州財務報告諮問グルー
プ（European Financial Reporting Advisory Group，
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組織名 タイプ コメント・レターの回数
European Financial Reporting Advisory Group (EFRAG) 企業連合 16
Association pour la participation des entreprises francaises a I'harmonisation comptable 
internationale (ACTEO)(France) 企業連合
16
Deloitte & Touche Tohmatsu (International) 公認会計士事務所 15
Emst& Young (International) 公認会計士事務所 15
Japanese Institute of Certified Public Accountants (JICPA) (Japan) 公認会計士協会 15
Institute of Chartered Accountants in England & Wales (ICAEW) (UK) 公認会計士協会 15
Council for Annual Reporting (CAR) (Netherlands) 会計基準設定機関 15
Conseil National de la Comptabilite (CNC) (France) 会計基準設定機関 15
German Accounting Standards Committee (DRSC) (Germany) 会計基準設定機関 15
PricewaterhouseCoopers (PWC) (International) 公認会計士事務所 14
KPMG International 公認会計士事務所 14
London Society of Chartered Accountants (LSCA) UK 公認会計士協会 14
South African Institute of Chartered Accountants (SAICA) 公認会計士協会 14
Mouvement des Entreprises de France (MEDEF) (France) 企業連合 13
International Organization of Securities Commissions (IOSCO) 金融規制機関 13
F Hoffmann La Roche (Switzerland) 非金融会社 13
Institut der Wirtschaftsprufer (IDW) (Institute of Chartered Accountants in Germany) 公認会計士協会 13
Foreningen Auktoriserade Revisorer (FAR) (Swedish Institute of State Authourized Public 
Accountants) (Sweden) 公認会計士協会
13
Institute of Chartered Accountants in Ireland (ICAI) (Ireland) 公認会計士協会 13
Group of 100 (CFOs in Australia) 財務担当重役連合 13
Australian Accounting Standards Board (Australia) 会計基準設定機関 13
UBS (Switzerland) 銀行・ファンド 12
Association of Chartered Certified Accountants (ACCA) (UK) 公認会計士協会 12
Accounting Standards Board (ASB) (UK) 会計基準設定機関 12
Malaysian Accounting Standards Board (MASB) (Malaysia) 会計基準設定機関 12
London Investment Banking Association (LIBA) (UK) 銀行・ファンド連合 11
Foreningen at Statsautoriserede Revisorer (FSR) (The Danish Institute of State Authour-
ized Public Accountants) (Denmark) 公認会計士協会
11
Chartered Institute of Management Accountants (CIMA) (UK) 公認会計士協会 11
Council on Corporate Disclosure and Governance (CCDG) (Singapore) 会計基準設定機関 11
International Accounting Standards Review Committee (IASRC) of the Korea Accounting 
Institute (KAI) (Korea) 会計基準設定機関
11
BNP Paribas (France) 銀行・ファンド 10
Societe Generale (France) 銀行・ファンド 10
Bundesverband Deutscher Banken (Assocaition of German Banks) (Germany) 銀行・ファンド連合 10
Association of British Insurers (UK) 保険協会 10
Nestle (Switzerland) 非金融会社 10
Accounting Standards Board of Japan (ASBJ) (Japan) 会計基準設定機関 10
Swedish Financial Accounting Standards Council (Sweden) 会計基準設定機関 10
（出所）Perry and Noelke［2005］p.6. なお，一部，修正した。
図表2　コメント・レターを多く提出した上位の組織
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以下，EFRAG と略称）の組織等と金融セクターの関
係を分析するまえに，IASB 公開草案に対するコメン
ト・レターを分析しておこう。ここでのコメント・レ
ターの分析は，16の公開草案を分析対象にして，分析
期間は2002年4月1日から2004年8月5日までの期間で，
1910通のコメント・レターを分析したものである
（Perry and Nöelke［2005］p.5）。そして，これらの
コメント・レターを提出した上位のアクターを示した
のが図表2である。
この図表2は，IASB の公開草案に対して，コメン
ト・レターを10回以上提出した組織名とその業種が記
載されている。ここでコメント・レターを16回提出し
たトップの組織には，EFRAG が入っており，会計事
務所では，Deloitte & Touche Tohmatsu（Internation-
al）と Ernst & Young（International）が15回，Price-
waterhouse Coopers（PWC）（International）と
KPMG International がコメント・レターを14回提出
している。非金融の会社は，F Hoffmann La Roche
（Switzerland），Industrie-Holding （Switzerland）およ
び Nestle（Switzerland）の3社で，政府系の組織は証
券監督者国際機構（International Organization of Se-
curities Commissions ，以下，IOSCO と略称）のみ
である。また，この図表2における「コメント・レ
ターの72％が純粋にプライベートの組織によって提出
されてきた。」（Perry and Nöelke［2005］p.7）この
ように，Perry and Nöelke は，コメント・レターの
多くがプライベートな組織によるものであることを指
摘した後，IASB と EFRAG の組織やワーキング・グ
ループに所属するメンバーの業種に関して述べてい
る。まず，Perry and Nöelke は，国際会計基準委員
会財団（以下，IASC 財団と略称）のメンバーの業種
をつぎのように示している。
この図表3より，IASC 財団のメンバーの出身は，非
金融企業が2名，公認会計士が2名および金融規制機関
が2名であるが，「最も多くの理事は金融セクターから
の出身者である。」（Perry and Nöelke［2005］p.10）
現在の雇用主 タイプ
Ernst & Young (International) (F) 公認会計士事務所
PricewaterhouseCoopers (PWC) (International) 公認会計士事務所
Capital International 銀行・ファンド
Deutsche Bank (Germany) 銀行・ファンド
JP Morgan Chase (F) 銀行・ファンド
Murray and Roberts Holdings 銀行・ファンド
Omega Capital 銀行・ファンド
Association Francaise des Enterprises Privees (AFEP) (France) 企業連合
Bank for International Settlements 中央銀行
Brazilian Securities & Exchange Commission 金融規制機関
Securities and Exchange Commission (US) 金融規制機関
Ogilvy Renault 法律事務所
BASF Aktiengesellschaft (Germany) 非金融会社
Shell International Limited (F) 非金融会社
Japanese Institute of Certified Public Accountants (JICPA) (Japan) 公認会計士協会
Accounting Standards Board (ASB) (UK) (F) 会計基準設定機関
Australian Stock Exchange (F) 証券取引所
Hong Kong Exchanges & Clearing Ltd 証券取引所
（出所）Perry and Nöelke［2005］p.10. なお，一部修正した。
図表3　IASC財団のメンバーと業種
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しかし，IASB のメンバーの出身は，研究者が2名，公
認会計士が4名，金融セクターが1名，非金融企業が3
名および会計基準設定機関が2名である（Perry and 
Nöelke［2005］p.11）。このことから，IASC 財団のメ
ンバーは，金融セクター出身者が多数いるが，IASB
のメンバーは，金融セクターの出身者は少なく，公認
会計士や非金融企業の出身者が多数いることがわか
る。Perry and Nöelke は，さらに，IASB と EFRAG
の各委員会やワーキング・グループにどのような組織
が参加しているのかというネットワーク分析をしてい
る。
まず，IASB には，IASC 財団（International Ac-
counting Standards Committee Foundation ，以下，
IASCF と略称），IASB，国際財務報告解釈指針委員会
（International Financial Reporting Interpretations 
Committee ，以下 IASB-IFRIC と略称）および基準諮
問会議（Standards Advisory Council，以下， IASB-
SAC と略称）の4つの主要な組織があり，EFRAG に
は，技術専門家グループ（Technical Expert Group，
以下，EFARG TEG と略称）と監督審議会（Superviso-
ry Board ，以下，EFRAG Super と略称）の2つの主
要な組織がある。また，2005年の段階で，IASB の
ワーキング・グループには，保険（Insurance，以
下，IASB-WG-I と略称），金融商品（Financial Instru-
ments，以下，IASB-WG-F と略称）および業績報告
（Performance Reporting，以下，IASB-WG-P と略称）
の3つがあり，EFRAG のワーキング・グループに
は，金融商品（Financial Instruments，以下，EFARG 
Fin と略称）と保険会計（Insurance Accounting，以
下，EFARG Ins と略称）の2つがある（Perry and 
Nöelke［2005］pp.9, 12, 13, 14）。図表4は，さまざま
な組織が IASB へ献金した金額のレベルと，IASB と
EFRAG の組織やワーキング・グループへ派遣した人
数を示したものである。
この図表4における「IASB へ献金した金額のレベ
ル」とは，レベル3が年間で100万ドルを献金し，レベ
ル2が年間で10万ドルから20万ドルを献金しているこ
とを意味し，レベル1は IASB の支持者が該当し金額
は不明である（Perry and Nöelke［2005］p.15）。
例えば，Deloitte ＆ Touche Tohmatsu（Internation-
al）は，「IASB への献金した金額のレベル」が4なの
で，100万ドル以上を献金し，IASB と EFRAG の組織
やワーキング・グループへ派遣した人数は12名であ
る 。 し た が っ て ， こ の 会 計 事 務 所 は ， I A SB と
EFRAG にたいして影響力は大きいものと推測され
る。また，図表5は，図表4の IASB/EFARG と各組織
とのネットワーク関係を図式化したものである。
Perry and Nöelke は，このようなネットワーク分
析をした結果，第1の特徴として，「〔IASB と EFRAG
は，〕「四大会計事務所に支配されている」，第2の特徴
として，「とくに GNP や雇用に占める割合と比較し
て，〔極めて〕過剰な金融セクターの影響力（the dis-
proportionate influence of the financial-sector）」があ
る，第3の特徴として，この図表4のアクターたちは，
プライベート・セクターの者ばかりで，労働組合ある
いはその他の広範で社会的な利害関係者集団からの参
加はないという点である。Perry and Nöelke は，結
論として，「IASB-EFRAG のネットワーク」分析の結
果は，すでに述べた「IASB コメント・レター過程」
の分析結果と一致しているし，IASB と EFRAG の組
織やワーキング・グループは，金融セクター以外のあ
らゆるその他のアクターたちよりも，「金融セクター
のアクターたち」が極めて強硬に関係すると指摘して
いる（Perry and Nöelke［2005］p.17）。ここでも，
IASB のコメントレターと同様，IASB と EFRAG の組
織等が，会計基準設定過程の現場に当該組織のメン
バーを派遣することで，四大会計事務所と金融セク
ターに大きく影響を受ける可能性があるが，これは資
産負債観に極めて親和性があると指摘しておきたい。
Ⅳ　概念フレームワークの次元での資産負債観と 
  Dichev の批判
すでに述べてきたように，株主価値（あるいは市場
価 値 ） と 公 正 価 値 を 重 視 す る 姿 勢 や ， I A SB と
EFRAG の組織等と金融セクターが密接に関係するこ
とは，資産負債観と極めて親和性があると指摘してき
た。そこでつぎに，制度次元（概念フレームワークの
次元）での資産負債観を批判的に分析した Dichev の
見解を概観してみよう。まず，Dichev は，資産負債
観と収益費用観についてつぎのように述べている。
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AbLab Abbott Laboratories (USA) 1 0
ABN ABN Amro 1 0
ACTEO Association pour la par ticipation des enterprises francaises a I'harmonisation comptable internationale (ACTEO) (France)
2 1 1
Aego Aegon (Netherlands) 1 2 1 1
AFEP Association Francaise des Enterprises Privees (AFEP) (France) 1 1
Ahol Ahold NV 1 0
AIG American International Group Inc 1 1 1
AIMR Association for Investment Management and Research (AIMR) (USA) 1 0
Alon Alcan Inc (Canada) 1 0
Alctl Alcatel 1 0
Alnz Allianz (Germany) 2 1 1
Alta Altana AG 1 0
Amco Amcor 1 1
AMF Autorite des Marches Financiers (France) 1 1
Amve Amverscap (LGT Capital Partners) 2 0
Angl Anglo American 1 1 1
Asah Asahi Mutual Life Insurance Company (Japan) 1 0
ASB Accounting Standards Board (ASB) (UK) 2 1 1
ASBJ Accounting Standards Board of Japan (ASBJ) (Japan) 1 1
AstrZ AstraZeneca PLC (UK) 1 0
ATT AT & T 1 0
AusX Australian Stock Exchange 1 1
Aven Aventis 2 0
Aviv Aviva Plc (UK) 1 1 1
AXA AXA 1 2 1 1
BankAm Bank of America Corporation 2 0
Barl Barloworld Ltd 1 0
BASF BASF Aktiengesellschaft (Germany) 2 1 1
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略語 組織名
図表4　IASBへ献金した金額のレベルと IASBと EFRAGへ派遣した組織名
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Basl Basel Committee on Banking Supervision 1 1 1
BAWAG Bank fur Arbeit und Wirtschaft AG (BAWAG) (Austria) 1 1 1
Baye Bayer (Germany) 2 0
BBSA Banco Bradesco SA 2 0
BBVA Banco Bilbao Vizcaya Argentaria (Spain) 1 1
BCLY Barclays Bank (UK) (Group, incl Barclays Capital) 1 1
BdF Banque de France (France) 1 0
Bear Bear Steams & Co 2 1 1
BESP Banco de Espana 1 0
BHP BHP Billiton (Australia) 1 0
BIS Bank for International Settlements 1 1 1
BITA Banco Itau SA 2 0
BITL Banca d'ltalia 1 0
BMEX Banco de Mexico 1 0
BMW BMW Group 2 0
BNM Bank Negara Malaysia 1 0
BNP BNP Paribas (France) 2 1 1
BoC Bank of Canada 1 0
BoE Bank of England 1 0
Boei Boeing 1 0
BoG Bank of Greece 1 0
Bol Central Bank and Financial Services Authority of Ireland 1 0
BoJ Bank of Japan 1 0
BoK Bank of Korea 1 0
Bomb Bombardier Inc 1 0
BoR Central Bank of Russian Federation (Bank of Russia) (Russia) 1 0
Bouy Bouygues 1 1
BP BP Plc (UK) 2 0
BSEC Brazilian Securities & Exchange Commission 1 1
Bund Deutsche Bundesbank (Germany) 1 0
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略語 組織名
CA Credit Agricode S.A (France) 1 1
Cais Caisse d'Epargne 1 1
Camb Cambridge University 1 1
Cano Canon Inc 1 0
CAPI Institute of Certified Public Accountants in Israel (Israel) 1 1
Capit Capital Strategy Research 1 1
Capl Capital International 1 1
CASB Canadian Accounting Standards Board (Canada) 1 1
CBD Companhia Brasiliera de Distribucao 1 0
CEA Comite Europeen des Assurances (CEA) 2 1 1
Ceme Cemex 1 0
CFA CFA Institute 1 1
Citi Citigroup (USA) 2 0
Clon Corporation of London 1 0
CMF Chinese Ministry of Finance 1 0
CMOB China Mobile (HK) Ltd 1 0
Cmrz Commerzbank AG 1 0
CNOOC China National Offshore Oil Company Ltd 1 0
COSFIC Canadian Office of the Superintendent of Financial Institutions of Canada 1 0
CSFB Credit Suisse Group (Switzerland) 1 1
CUNI China Unicorn Ltd 1 0
CVRD Companhia Vale do Rio Doce 1 0
CzNB Czech National Bank (Czech Republic) 1 0
DB Deutsche Bank (Germany) 2 1 1
Dmlr Daimler Chrysler AG (Germany) 2 1 1
Dres Dresdner Bank AG 1 2 1 1
DSM DSM NV 1 0
DT Deloitte & Touche Tohmatsu (International) 4 12 1 2 3 2 1 1 2
Dtel Deutsche Telecom AG 1 1 1
DZ B DZ Bank AG 2 1 1
58
IA
SB
へ
献
金
し
た
金
額
の
レ
ベ
ル
IA
SB
と
E
FR
A
G
へ
派
遣
し
た
総
人
数
①
IA
SB
（
国
際
会
計
基
準
審
議
会
）
②
IA
SB
-IF
R
IC
（
国
際
財
務
報
告
解
釈
指
針
委
員
会
）
③
IA
SB
-S
A
C
（
基
準
諮
問
会
議
）
④
IA
SB
-W
G
-F
（
金
融
商
品
）
⑤
IA
SB
-W
G
-I （
保
険
）
⑥
IA
SB
-W
G
-P
（
業
績
報
告
）
⑦
IA
SC
F （
IA
SC
財
団
）
⑧
E
FR
A
G
 F
in
 （
金
融
商
品
）
⑨
E
E
R
A
G
 I
ns
（
保
険
会
計
）
⑩
E
FR
A
G
 S
up
er
 （
監
督
審
議
会
）
⑪
E
FR
A
G
 T
E
G
（
技
術
専
門
家
グ
ル
ー
プ
）
略語 組織名
EACB European Association of Co-operative Banks (EACB) 1 1
EACSM European Association of Craft, Small and Mediumsized Enterprises 1 1
ECB European Central Bank 1 0
EFFAS European Federation of Financial Analysts Societies 1 1
Enxt Euronext 1 0
EON EON AG 2 0
ESBG European Savings Banks Group (ESBG) 1 1
Exxo Exxon Mobil Corp 1 0
EY Emst & Young (International) 4 5 1 1 1 1 1
FBE Federation Bancaire de I'Union Europeenne (FBE) 1 1
FEE Federation des Experts Comptables Europeens (European Federation of Accountants) 
(FEE)
5 5
FESE Federation of European Securities Exchanges 1 1
FIAT FIAT SpA 1 0
Fitc Fitch Ratings Ltd 1 1
Fort Fortis (Belgium/ Netherlands) 2 0
FRCA Financial Reporting Council of Australia 1 0
FRSB Financial Reporting Standards Board (FRSB) (New Zealand) 1 1
Fuji Fujitsu 1 0
GAZ GA Zimmerman Associates 1 1
GE General Electric Company (USA) 1 2 1 1
Glax Glaxosmithkline (UK) 1 0
GM General Motors 1 1 1
GNLI Assiourazioni Generali S.p.A (Italy) 1 4 1 1 1 1
Gold Goldman Sachs 2 0
GoUni Johan Wolfgang Goethe University 1 1
GPC Georgia-Pacific Corporation 1 0
GtTh Grant Thomton Chartered Accountants 1 1
Herb Herbert Smith 1 1
Hita Hitachi 1 1 1
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HKEF Hong Kong Exchanges & Clearing Ltd 1 1 1
HKMA Hong Kong Monetary Authority 1 0
Hose Hosei University Faculty of Business Administration (Japan) 1 1
HSBC HSBC Holdings Plc (UK) 2 2 1 1
Hung Hungarian Central Bank 1 0
Hypo HypoVereinsbank (HVB) AG 1 0
IAA International Actuarial Association (IAA) 2 1 1
IAG IAG (Insurance Australia Group) 1 1
IAIS International Association of Insurance Supervisors (IAIS) 1 1
IBRD International Bank for Reconstruction and Development 1 0
ICAEW Institute of Chartered Accountants in England & Wales (ICAEW) (UK) 1 1
IFAC International Federation of Accountants (IFAC) 1 1
IFC International Finance Corporation (World Bank Group) 2 1 1
IMF International Monetary Fund 1 1 1
ING ING Group (Netherlands) 2 1 1
Invtc Investec PLC 1 0
IOSCO International Organization of Securities Commission (IOSCO) 2 2
Ito- Ito-Yokado Co Ltd 1 0
ITOC ITOCHU Corp 1 0
JBA Japanese Bankers Association (Japan) 1 1
JBF Japan Business Federation (Japan) 1 1
JICPA Japanese Institute of Certified Public Accountants (JICPA) (Japan) 1 1 1
JJ Johnson & Johnson (USA) 1 1 1
JPM JP Morgan Chase 2 1 1
JSDA Japan Securities Dealers Association 1 0
JTEL Nippon Telegraph & Telephone Corp 1 0
Kans Kansai Electric Power Co Inc 1 0
Koma Komatsu Ltd 1 0
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KPMG KPMG International 4 6 1 1 1 1 1 1
Lafa Lafarge Coppee (France) 2 1 1
LeGen Legal and General (UK) 1 0
Lehm Lehman Brothers Inc 2 0
LIAJ Life Insurance Association of Japan (Japan) 1 0
Lock Lockheed Martin (USA) 1 0
L'Or L'Oreal 2 0
LSE London Stock Exchange (LSE) PLC 1 0
Mari Marine and Fire Insurance Association of Japan 1 0
Maru Marubeni Corp 1 0
Mats Matsushita Electric 1 1 1
Maza Mazars 2 1 1
McCo McCormick & Co 1 1
Mell Mellon Financial 1 0
Merk Merck and Co Inc (USA) 1 0
Merr Merrill Lynch 2 1 1
MitsC Mitsubishi Corporation 1 0
MitsE Mitsubishi Electric Corp 1 0
MitsH Mitsubishi Heavy Industries 1 0
Mitsui Mitsui Mutual Life Insurance Association (Japan) 1 0
Mood Moody's Investor Service (USA) 1 1
Morg Morgan Stanley 2 2 1 1
Muni Munich Re (Germany) 1 1
Murr Murray and Reberts Holdings 1 1
NASD NASD Regulation 1 0
NASDAQ Nasdaq (USA) 1 0
NEC NEC Corp 1 0
Nede Nederlandsche Bank (Central Bank) 1 1 1
Nest Nestle (Switzerland) 2 1 1
Nipp Nippon Keidanren (Japan Business Federation) 1 0
Niss Nissan Motor Corp 1 0
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略語 組織名
NLIC Nippon Life Insurance Company (Japan) 1 1
Noki Nokia Corporation (Finland) 1 1
Nort Nortel Networks Corp 1 0
NSC Nippon Steel Corp 1 0
NUH Nippon Unipac Holding 1 0
Nvts Novartis International AG (Switzerland) 1 1
NYSE New York Stock Exchange 2 0
Ogil Ogilvy Renault 1 1
OldM Old Mutuel (UK) 1 0
Omeg Omega Capital 1 1
Onta Ontario Securities Commision 1 1
Osak Osaka Securities Exchange Inc 1 0
PetBr Petroleo Brasileiro SA 1 0
PetCh PetroChina Company Ltd 1 0
Pfiz Pfizer (USA) 2 0
Phil Philips (Netherlands) 2 2 1 1
Pire Pirelli (Italy) 1 1 1
Poli Polish National Bank 1 0
Prud Prudential (UK) 2 1 1
PWC PricewaterhouseCoopers (PWC) (International) 4 10 1 1 3 1 1 2 1
RBA Reserve Bank of Australia 1 0
RBC Royal Bank of Canada 1 0
RBI Reserve Bank of India 1 0
Reps Repsol YPF (Spain) 1 1
RFRC Russian Finance Reporting Council (Russia) 1 1
RicDu Richard Dupont (USA) 1 1 0
Rio Rio Tinto Plc (UK) 1 0
RTL RTL Group 1 1
RWE RWE AG (Germany) 2 0
SAAJ Security Analysts Association of Japan 1 0
SABM SABMiller PLC 1 0
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略語 組織名
SAP SAP AG 1 0
SARB South African Reserve Bank 1 0
Saud Saudi Arabian Monetary Authority 1 0
SBFA SBFA Investment Research 1 1
SBFS SwedBank ForeningsSparbanken AB (Sweden) 1 1
SEC Securities and Exchange Commission (US) 1 1
SFASC Swsedish Financial Accounting Standards Council 1 1
SFIC State Farm Insurance Companies 2 0
Shell Shell International Limited 2 2 1 1
Shin Shin Nihon & Co (Emst & Young) 1 0
Shis Shiseido Co Ltd 1 0
Siem Siemens AG 2 1 1
Sing Singapore Monetary Authority 1 0
Slov Slovak Central Bank 1 0
SNB Swiss National Bank 1 0
SnP Standard & Poor's 2 1 1
Somp Sompo Japan 1 1
SP Scottish Power (Scotland) 1 1
SS State Street (USA) 1 0
Stanf Stanford University 1 1
Stev Stevenson McGregor 1 1
Stoc Stockholm School of Economics 1 1
Stor Stora Enso Financial Services S.A (Belgium) 1 1
Sumi Sumitomo Group (Life Insurance) (Japan) 1 0
SwRe Swiss Re (Switzerland) 2 1 1
Tama Tama University, Tokyo 1 1
TBA Tokyo Bankers Association 1 0
TD B TD Bank Financial Group Ltd 1 0
TELITL Telecom Italia SpA 2 0
TEP Tokyo Electric Power Co 1 0
TIAA TIAA-CREF (USA) 2 0
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①
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②
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略語 組織名
Tosh Toshiba 1 0
Total Total Fina Elf (France) 2 0
Toyo Toyota Motor Corp 1 0
TrSE Toronto Stock Exchange Inc 1 0
Trus Trust Companies Association of Japan 1 0
TSA Telkom South Africa 1 0
TSE Tokyo Stcck Exchange 1 0
UBS UBS (Swizerland) 2 3 1 1 1
UIT Unitec Institute of Technology (New Zealand) 1 1
UKSIP UK Society of Investment Professionals 1 1
UNCTAD United Nations Conference on Trade and Development 1 1
UniB UniBanco 1 0
UNICE Union of Industrial and Employer's Confederations of Europe (UNICE) 4 4
Unil Unilever 1 1 1
USFed US Feederal Reserve Bank Board of Govemors 1 0
USFEI Financial Executives International (FEI) (USA) 1 0
USP Universidade de Sao Paulo 1 1
UVAL University of Valencia (Spain) 1 1
Voda Vodafone (UK) 1 0
Volv Volvo Group 1 1
Wase Waseda University, Japan 1 1
Well Wellington Management Company 1 1
WestLB Westdeutsche Landesbank (West.B) (Germany) 1 1
XLC XL Capital 1 1
（出所）Perry and Nöelke［2005］pp.21－29.
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「いわゆる貸借対照表に基づいたアプローチ〔資産
負債観〕の本質（essence）は，資産・負債の適切な
評価（the proper valuation of assets and liabilities）
を，財務報告の主要目的」としており，「損益計算書
の金額，特に利益〔の金額〕の確定」は，貸借対照表
の観点より付随的に行われる。「貸借対照表アプロー
チ」は，「資産・負債の正確な確定が利益を完全に決
定する」し，また「一定期間の利益は，当該期間にわ
たっての純資産の単なる変動である。」これに対し
て，「損益計算書アプローチ〔収益費用観〕は，収
益，費用特に利益の確定を，財務報告の主要な目的」
としており，「貸借対照表上の勘定と金額は，第二義
的で派生的（secondary and derivative）」なもの，つ
まり「この〔損益計算〕プロセスの残余〔額〕（the 
residual of this process）」を示している。ここでは，
「収益認識の原則〔である実現主義〕と，費用収益対
応の原則」が「2つの主要な指針となる原則」である
（Dichev［2008］pp.454－455）。
このように，ここでは，資産・負債の適切な評価を
重視し，利益の確定は付随的に行われる資産負債観
と，収益，費用特に利益の確定を重視する収益費用観
とを対立的に捉えながらも，歴史的にいって，「1970
年代中頃まで」，「財務会計に対する損益計算書アプ
ローチ〔収益費用観〕」が「〔会計〕理論，実務および
〔会計〕基準設定〔＝会計制度〕」等を支配していたと
している（Dichev［2008］p.455）。その後，会計基準
設定機関が，1973年に FASB となった。FASB は，ま
ず，会計基準設定に関するアプローチとして，「会計
（注）ここでは，IASB/EFRAG の委員会とワーキング・グループに関するすべての組織を示している。太い実線は，各組織
　　  が，IASB/EFRAG の各委員会やワーキング・グループへ派遣した人数が多いことを意味している。
（出所）Perry and Nöelke［2005］p.18. なお，一部，修正した。
図表5　IASB-EFARGと各組織とのネットワーク
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に対する損益計算書アプローチ〔収益費用観〕と貸借
対照表アプローチ〔資産負債観〕が，財務報告モデル
（a financial reporting model）のための2つの主要な選
択肢」（Dichev［2008］p.456）と考えられるとしなが
らも，つぎのように暫定的な結論を述べているとして
いる。
「貸借対照表アプローチ〔資産負債観〕は，唯一の
論理的で概念的で健全な会計の基礎（the logical and 
conceptually sound basis of accounting）」であるし，
したがって，「貸借対照表アプローチ〔資産負債観〕
が，〔会計〕基準設定と財務会計の礎石（corner-
stone）となるべきである。」これに対して，「損益計
算書アプローチ〔収益費用観〕は，それが〔費用収
益〕対応などの曖昧な概念に依存するので，概念的に
疑わしい（the income approach is conceptually sus-
pect because it relies on vague concepts such as 
matching）。」（Dichev［2008］p.456）。
このように，FASB は，収益費用観を概念的に疑わ
しいものとして退け，資産負債観を暫定的に採用し
た。FASB は，その後，いくつかの会計基準設定にお
いて，「貸借対照表アプローチ〔資産負債観〕を拡張
してきた」し，「貸借対照表モデルを採用した」国際
会計基準委員会（IASC）にも影響を与えてきた（Di-
chev［2008］p.456）。2002年のノーウオークの合意よ
り以降，IASB と FASB は，新概念フレームワークの
完成に向けて共同作業している。さらに，IASB と
FASB は，2006年に概念フレームワーク―会計目的と
質的特性―に関する討議資料を公表した。そして，
Dichev は，FASB の旧概念フレームワークと，IASB/
FASB［2006］の概念フレームワークに関する討議資
料との違いをつぎのように述べている。
FASB［1978］の旧概念フレームワークでは，「財務
報告の主要な焦点は」，「包括利益やその構成要素の測
定により提供された企業の業績（enterprise’s perfor-
mance）についての情報」を提供することであったの
が，IASB/FASB［2006］の概念フレームワークに関
する討議資料では，「財務報告の主要な焦点」として
は，「1つのタイプの情報ではなく」，「経済的資源と請
求権の変化」の表示や「経済的資源のリストの表示」
が等しく重要であるとしている。これは，「今の〔会
計〕基準設定機関が，利益を以前より重要」視せず，
「財務報告に関する貸借対照表モデル〔資産負債観〕」
をより一層発展させようとしている（Dichev［2008］
pp.457, 458）。
ここでの FASB［1978］の旧概念フレームワークで
は，企業の業績（利益）を重視していたが，IASB/
FASB［2006］の概念フレームワークに関する討議資
料では，経済的資源と請求権の変化等を重視するよう
になり，利益の確定は付随的に行われる資産負債観を
より重視するようになってきたとしている3）。このよ
うに，Dichev は，IASB/FASB［2006］の概念フレー
ムワークの変容を分析した後，財務報告における貸借
対照表モデル（資産負債観）をつぎのように批判して
いる。
もし会社が，資産を保有することで価値を上昇させ
る「『資産の温室（asset greenhouses）』であれば，
貸借対照表アプローチ〔資産負債観〕は理解できる。」
「しかし，多くの会社は資産の温室ではない。」「貸借
対照表モデル〔資産負債観〕は，特に公正価値会計の
より極端な」場合には，「会計や監査における継続企
業の仮定」と対立する。「貸借対照表アプローチ〔資
産負債観〕の主要な問題」点は，「会社を出口市場価
値で評価された諸資源の集合体（a collection of re-
sources valued at exit market values）」としてみてい
るので，「会社の成功やその価値創造に対して中心と
なる企業モデルや企業業績の概念」について何も語っ
ていないということである（Dichev［2008］p.459）。
このように，資産負債観の問題点は，継続企業の仮
定に対立し―これは，清算企業と親和性がある―，会
社を市場の出口価値で評価した諸資源の集合体とみて
いることであり，これは，企業モデルや利益の確定を
重視する企業業績について何も語っていないと批判す
る。そして，収益費用観を支持してつぎのように述べ
ている。
「大多数の会社は，〔資産を保有することで価値を上
昇させる〕資産の温室」ではなく，それは，「収益や
利益を生むより大きな目的」に向かって，「資産を取
得し，〔企業〕内部で〔収益として新たな〕資産を創
造する」「『資産の溶鉱炉（assets furnaces）』」のよう
なものである。「大多数の会社」は，事業活動に関し
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て「損益計算書モデル〔収益費用観〕」にしたがって
いるので，「経営者は，損益計算書アプローチ〔収益
費用観〕にしたがって彼らの事業を経営する。」「大多
数の会社にとって，それらの諸資源の価値は，使用価
値（value-in-use）から生じるが，交換価値（value-in-
exchange）からは生じない。」「損益計算書モデル
〔収益費用観〕は，財務報告のための無理のない基盤
（the natural foundation）である。」（Dichev［2008］
pp.458, 459, 460）
Dichev は，企業を，資産を取得し，製造し収益を
獲得するような「資産の溶鉱炉」となぞらえて，これ
らの企業に適合する利益観は収益費用観であると主張
している。
それでは，実際の企業の資産等では，収益費用観を
支持するような状況になっているのであろうか。この
点に関して，Dichev は，5,000万ドルを超過する資産
を保有している企業を調査している（図表6を参照）。
図表6は，調査期間が1990年から2005年で，ここで
の PPE（property, plant, and equipment）は，財産，
工場および設備を意味し，「資本的支出は PPE のレベ
ルを増加させ，減価償却と PPE の売却は PPE のレベ
ル」を減少させる。また，減価償却は，減価償却と減
耗償却の総合計金額から無形資産の減耗償却の金額を
控除している（Dichev［2008］p.461）。
この図表6から，第1に，PPE の売却金額は，減価
償却の金額と比較すると少額であること，第2に，
PPE の売却金額は，PPE のレベルと比較するとごく
わずかな金額であることがわかる。ここでの企業は，
「製造過程でそれら〔PPE 資産〕を利用するために，
PPE 資産に主として投資している」し，「PPE の売却
や市場価値」は，企業にとって付随的〔あるいは第二
義的〕」なものである。「PPE 会計は，PPE の内部で
の利用に主として関係している」が，PPE の市場価
値である「外部の PPE の価値（outside PPE values）
の変動」にほとんど関与していない。「それ故，財務
報告の損益計算書モデル〔収益費用観〕は，このよう
（単位：100万ドル）
年 企業数 資本的支出 減価償却
PPE（財産，工場および設備）
の売却
PPE（財産，工場および設備）
のレベル
1990 3,619 588,533 292,801 35,754 3,776,710
1991 3,728 591,587 309,991 43,434 3,939,801
1992 4,025 593,316 330,693 44,310 4,097,584
1993 4,403 619,158 376,048 43,663 4,249,339
1994 4,710 717,832 508,367 48,361 4,729,200
1995 5,163 814,474 579,783 47,319 5,053,372
1996 5,560 937,737 624,720 74,077 5,509,646
1997 5,622 1,027,705 674,603 87,549 5,712,572
1998 5,779 1,106,928 749,954 140,869 6,182,074
1999 5,967 1,169,959 819,191 181,581 6,768,889
2000 5,919 1,316,866 912,476 170,846 7,144,928
2001 5,445 1,284,313 969,085 173,581 7,355,361
2002 5,315 1,159,903 940,677 162,151 7,566,578
2003 5,220 1,108,077 1,017,712 140,846 8,048,863
2004 5,146 1,215,723 1,032,240 120,858 8,366,860
2005 4,473 1,133,675 821,247 100,062 7,042,813
（出所）Dichev［2008］p.460.
図表6　米国における1990年から2005年までの PPE（財産，工場および設備）のストックとフロー
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な〔PPE のような〕資産のための会計にとって無理
のない基礎となる。」（Dichev［2008］p.461）
このように，Dichev は，5,000万ドル以上の資産を
保有している企業―約3,000社から5,000社の企業―
を，資本的支出，減価償却，PPE の売却（時価）お
よび PPE のレベルに区分し，PPE の売却した金額
が，減価償却や PPE のレベルと比較すると，極めて
金額が少ないことを明らかにした。したがって，収益
費用観（損益計算書モデル）を利用した財務報告が，
PPE 会計に最もよく適合すると指摘している。ただ
し，企業は，有価証券のような金融資産も保有するの
で，これらのことも考慮してつぎのような提案をして
いる。
「損益計算書指向の活動と貸借対照表指向の活動の
区別は，事業活動と金融活動の区別（the distinction 
between operating and financing activities）」に対応し
ている。「事業活動の明確な特徴は，それら（事業用
資産）に使用される諸資源が，会社活動においてこれ
ら〔事業資産〕を支援したり高めることを主目的とし
ている。」この場合，「これら〔事業用の〕資産の公正
価値（fair values）は，会社にとって主要な価値を反
映していない。」また，金融活動を行っている企業
は，「貸借対照表指向の会計（balance sheet-oriented 
accounting）」である公正価値会計が適合する。ここ
では，「市場性ある有価証券」等の「金融資産におけ
る価値変動（value fluctuations in financial assets）か
ら生じる〔公正価値による〕利益」を計上することに
なる。
ここで，事業用資産には，原価・実現主義を反映し
た収益費用観（損益計算書モデル）が適合し，市場性
ある有価証券等の金融資産には，それらの資産の価値
変動を反映した公正価値が妥当することが提案されて
いる。また，収益費用観（損益計算書モデル）を重視
する Dichev は，「事業活動会計の礎石としての収益
認識基準」として費用収益「対応の原則」を重視すべ
きと主張し，「〔費用収益〕対応〔の原則〕は，財務報
告の礎石となるべきである」（Dichev［2008］pp.467, 
469）と指摘している。
Ⅴ　おわりに
すでに考察してきたように，Perry and Nöelke は，
まず，IASB が市場価値や株主価値を重視してきたこ
とが，歴史的原価会計から公正価値会計へ重点シフト
する契機となったとしている。また，IASB が，株主
価値（あるいは市場価値）と公正価値を重視する姿勢
と，短期的な投資のリターンを獲得することを望む金
融セクターのアクターたちとは密接な関係があること
も指摘している。そこで，Perry and Nöelke は，こ
れらのことを実証するために，ネットワーク・アプ
ローチ―会計の政治化を分析するアプローチ―を利用
して，四大会計事務所や金融セクター等の影響力につ
いて分析している。分析の結果は，まず，公開草案に
対するコメントレターの70 % 以上がプライベート・
セクターによるもので，また，IASC 財団のメンバー
は，金融セクターからの出身者が最も多いことを明ら
かにしている。さらに，Perry and Nöelke は，IASB
と EFRAG の各委員会やワーキング・グループに所属
するメンバーの業種と，どの組織がどれくらいの献金
をしたかに関して分析して，第1に，IASB と EFRAG
は，四大会計事務所に支配されている，第2に，特に
GNP や雇用に占める割合と比較して，極めて過剰な
金融セクターの影響力があることを実証している。つ
まり，「IASB-EFRAG のネットワーク」分析の結果
は，IASB のコメントレターと同様，IASB と EFRAG
の組織等が，会計基準設定過程の現場に当該組織のメ
ンバーを派遣することで，四大会計事務所と金融セク
ターに大きく影響を受けていることを示しており，こ
れは資産負債観に極めて親和性があると考えられる。
さらに，Dichev の研究は，このような四大会計事
務所と金融セクターの影響を踏まえて，公正価値会計
や資産負債観を極端に拡張しつつある IASB の姿勢を
批判したものであった。つまり，資産負債観の問題点
は，会社を出口市場価値で評価された諸資源の集合体
としてみているので，会社の成功やその価値創造に対
して中心となる企業モデルや利益の確定を重視する企
業業績の概念について何も語っていないと批判する。
そして，収益費用観を利用した財務報告が，PPE 会
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計に最もよく適合すると指摘している。ただし，企業
は，有価証券のような金融資産も保有するので，これ
らのことも考慮してつぎのような提案をしている。
損益計算書指向の活動と貸借対照表指向の活動の区
別は，事業活動と金融活動の区別に対応していること
を踏まえて，事業用資産には，原価・実現主義を反映
した収益費用観が適合し，市場性ある有価証券等の金
融資産には，それらの資産の価値変動を反映した公正
価値が妥当することが提案されている。また，収益費
用観（損益計算書モデル）を重視する Dichev は，費
用収益対応の原則は，財務報告の礎石となるべきであ
ると力説する。IASB/FASB［2010］の概念フレーム
ワークにおいて，受託責任目的を個別項目の目的から
はずし，また信頼性を削除し忠実な表現に代えたこと
は，これまで考察した金融セクターの影響力が極度に
増大してきたこと，そしてこれに密接に関連して，株
主価値，公正価値および資産負債観を極端に重視する
傾向と無関係ではないということを指摘しておきた
い4）。
注
1）これに関しては，椛田［2016］を参照。
2）Wolk et al .［2013］では，「会計基準設定（accounting 
policy making）」過程において，「会計理論〔概念フレーム
ワークをもむ〕」，「政治要因（political factors）」および「経
済状況（economic conditions）」から影響を受け，そこでの
「政治要因という用語は，制定される基準（rules）や規制に
したがう人々が，会計基準設定（policy making）に対して
及ぼす影響力」を意味すると述べている。そして，この政治
要因というカテゴリーには，「基準に従っているか否かの評
価に責任を負う〔会計〕監査人，財務管理者協会（FEI）の
ような団体に代表される財務諸表の作成者，および認定財務
アナリスト協会（CFA Institute）や一般公衆そのもののよう
な団体に代表される投資者である。」また，ここでの「投資
者は，議会をはじめとする政治グループや，証券取引委員会
（SEC）をはじめとする…行政部局」に代表される場合があ
る。「さらに，大企業の経営者」等は，「会計基準設定過程に
おける重要な政治的構成要素（ impo r t a n t  po l i t i c a l 
components the policy -making process）」（Wolk et 
al.［2013］pp.4,5）となる。ここで明らかなように，会計基
準設定過程における「政治要因」とは，財務諸表の作成者，
利用者さらには SEC 等の政府の行政部門等の影響力を意味
し，しかもそこでの状況いかんによって，どの「政治要因」
が影響するのかも異なっているものと推測される。
3）また，IASB/FASB 新概念フレームワーク（2010年版）―会
計目的と質的特性―では，受託責任目的を個別項目から削除
し，それまで重要な役割を担ってきた信頼性を削除し，それ
に代わるものとして忠実な表現を配置している。これは，資
産負債観を極端に重視する財務報告に傾斜したことを意味
し，それによりますます公正価値が拡張される可能性がでて
くるであろう。これに関連しては，椛田［2016］を参照。
4）ここでの IASB/FASB と会計目的に関しては，椛田
［2012］・［2013a］・［2013b］・［2014a］・［2014b］・［2015a］・
［2015b］・［2015c］・［2016］を参照。
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